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中国電子産業の 生産シス テム と日本企業 の 技術移転

楊 世 英 （北 海 道 文 教 大 学 ）

1 ．問題提起

　本文 は中国電 子産 業 の 発展 と技術移転 との 関連

問題を取 り．．ヒげ、事例 研究 を通 じて それ ら問題考

察する こ とを 目的 と して い る。周知 の ように 近年

中国 は 高い経済成長 率を成 し遂 げ、中で も電子産

業の改革が 、工 業改 革におけ る最 も急迫か っ 中心

的なもの で あると指摘 され て い る。っ まり電 子産

業は 中国で も っ と も速 い ス ピ ー
ドで 発展 した産業

の
・
っ とな っ た。それ は中国 の ⊥業化 に 大きな期

待が か か る。単 に市場規模が大 き い と い う こ とだ

けで はな く、電子産 業を如何 に発展させ るかが中

国の国際競争力生産力 の 向上 を高めるだけ に 、将

来の 中国経済を左右する重要 な分野 の っ である

と い え る だ ろ う 。

　 しか しなが ら、経済改革以 降、中国電 子産業 に

お い て は 、市場原理 の導入 に 伴 う利潤 分配制度 の

改革や 株式制度へ の樹立 を中心 とする企 業制度 改

革が行われ る
一

方、生産性の 向上 の ため に、技術

移転を中心 と した生産 シ ス テ ム の改造そ してそれ

に 関連す る生産構造も大き く変化 し た 。 しか し、

こ の よ うな改革が電 子産業の行動を よ り 合理 的な

もの に した か どうか に っ い て は、これま で の 研究

で は 必ず しも ト分究 明された と は 言え な い 。 そ の

た め、海外か らの 技術移転が果た して 巾国 の電子

産業 の 発展 に どの ような影響 したか 、事例研究を

通 じて 技術移 転 と中国電 子産業の発展を追跡する

こ とに よ り解明 した い
。

2 ．中国 電子産業の生 産シス テ ム の 確立

　1970年代末か ら80年代初期に か けて の 中国 国内

では電子産業 に対する爆発的な需要増大と い う市

場条件が発生 し、電子産業は
一
移植産業」 と して

成立 し発展 して きた 。 こ の時期に お ける 日本 企 業

の 中国進出 に伴う凵本的生産 シ ス テ ム の移転、及

び中国電子産業に お け る生産 シ ス テ ム の 形成 など

問題を非常に注 目され た 。

　電子産業は 中国 の 重点育成産業で あ り、従来の

「5 力年計画」 の中で は 優先発展 産業 と して位置

づけられて い た 。 だ が 、中国経済改革初期では 資

金 の 不足と い っ た 問題大きなネ ッ ク とな っ て、技

術力の 弱 い 巾小電子企 業が少 なく、需要が供給を

大幅に lt回 る状態 にあ っ た。それは外国資木 の 対

中進出を求め る要因 の
一・

っ とな っ て い る。であ る

か ら、国産装置比率の 低い 中国 の 電 子産業では、

主 に 旧 国営電子企 業の 技術を改造 し なが ら、海外

か らの 直接投資に よ る技術移転に 伴う合弁会社を

作 っ て 生産 シ ス テ ム を確立 した 。 っ ま り、外資と

の 合弁に よ り、まず、供給不 足の 悩み を解消 し、

次 に よ り進 んだ技術を導入す る こ と が、最初の 政

府、企 業の期待で ある 。 これは 必ず しも外資企 業

側 の 狙 い と
一

致す る 。 また電 子産業の発展に は 政

府 介入によ り研究 開発、企業間の 情報交換を促進

など産業政策 が不 可欠 で あ る 。 特に 中国に は 経済

発展 の 大 国であ り、政府の あ り方が非常に 重要で

ある。

　確か に海外か らの技術移転に伴 っ て 、中国電子

産業の 生産性 はある程度 高ま っ た 。 しか し国営電

子 企 業 に過大 な過剰 人員を抱える問題は 目立 っ 、

ヒ トに関す る産業技術 ある い は管埋技術など問題

は解決 しなければ な らな い と思われ る 。

3． 日本企業の技術移転諸問題

日本企業 の 対 中国進 出 に伴い 、 技術の 移転 と導
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入は活発化 し、そ の 経路や形態も多様化す るよう

に な っ た。こう して 日本企 業の 中国進 出と量産技

術 の 移転を
一

つ の 重要 な契機 と して、巾国 の 電子

産業は急速に量 産化 を遂げた。周知 の ように 目本

企 業 の 技 術移転 は中国電 子産 業 の 生産性向上そ し

て中国電 子産業 の 現代企業制 度 の 形成 に 対 して積

極 的な促 進作用 があ る。しか し中国電子産業 に 現

代技術 を もっ 労働者 の 不足や 関連部品 の 調達産業

の 未発達 、イン フ ラ 整備 の 遅 れ など、そ の 進展が

予測よ り小さか っ た。こ の 意 味で中国電 子産業 自

身に よ る持続 的な学習と努力、さらに 現場作業員

の 教 育 ・訓練か ら経営者の資質向上 まで とい っ た

人材育成 問題 が重要で ある 。

　通常 の場合、技術移転 と直接投資とは蜜接 に 関

わ っ て い る。なぜ な らば、直接 投資は単な る資本

の 移動で はな く、そ の 本質的な部分は蓄積された

知 的資源 の移動を伴 っ た資本の移動で あるか らで

ある。中国電子産業が技術導入 の対象を 日本企業

に集中した こ と は、日本の電子産業が、国際的な

競争優位をもっ こ とに よ る、「日本的量産技術 】は、

物的技術や 情報技術を含み 、さ らに、卓越 した国

際競争力 を支 える加 工 組 立型産業 に おけ る 「H 本

的経営 ・生産 シ ス テ ム 」 を備えて い る の であ る。

　 しか も事例研究 の実証分析の結果、日 本企業の

技術水準の高さ ・現地 で の技術 吸収能力 ・関連技

術 の 移転 の 有無が技術移転 に 要す る費用 に 影響 を

ケえ、日本企業 と現地企業 と の 出資比率 が技術移

転 の ため に 日本企業か ら投入 され る人的 資源 の 大

きさに影響 を与えることが 明 らかにされ る。要す

るに技術移転が技術 を供与す る側 と受 け取 る側 の

経済動機 に よ っ て左右 され、効率的 な技術移転 の

ため には、経済的諸要 因を無視す る こ とができな

い 。
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　 っ ま りこ の 口本企業 の 量産技術 の 優位性は、単

に技術 の 優位性や設備 の 先進性 に よるもの では な

く、現場 の 労働者 の 役割 い わば 「人的要素」 に大

き く依存 して い る点 にある。要す るによ く言われ

る 日本式 の 1現場主義 」 は如何 に技 術移転 ととも

に 移転す るかが非常 に 重要 な問題で あ る。もちろ

ん中 国 に 進 出す る 円 本企業 の 量産技 術 の 移転 を考

察す る際 に、日本企業 の 優位性 も、経営 風⊥ ・文

化環境 ・経済休制が 異なる中国へ の 移転 と なると、

中国 の 生産技術段階が まだ低 い レベ ル にあ る こ と

を留意 しなければ な らな い 。 したが っ て 日 本 の 企

業進 出に伴う量産技術 の 移転を考察す る際 に は、

中国産業の 発展 と技術進歩、と りわ け 「吸収 と蓄

積」 または
一
吸収 と学習」 の 過程 に おける現地側

の 技術 形成 に 考慮す る こ とが必要で あると思われ

る 。

　 「日本的生産シ ス テ ムーi の 移転に は、強調的な

労使関係を築 くこ とが で きるか どうかが決定的な

要因で ある。た とえば採用制度 ・技能形成 ・賃金

体系などがある。こ の点は中国の 電 子産業に と っ

て 非常 に 重要で ある 。

　 中国電子産業は市場経済 へ の 移行 が深 ま るに っ

れて企 業間 の 競争が激 しくな り、企業 の 淘汰 、産

業の 再 編の 時期 に な・
っ た。そ の ため 高 い 競争 力を

っ け るため、一一
層 高度 な生産 シ ス テ ム の 形成 が要

請 され る。激 しい 競争 の 中で勝ち残 るため中国独

自の 特 色を も っ た 人材開発 ・活用 シ ス テ ム の 形成、

研究 開発体制 の 強化、独 自部品体系 の 完成、流通

販売制 度 の 確立、規模経済の実現など解決 しなけ

れ ばな らない 課題 はた くさん ある。それ ら の 問題

を解決 す るため には、中国電子産業 自身に よ る持

続 的な学習 と努力 に依存する しか 方法 はな い で あ

ろ う。
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